
令和７年度 社会福祉法人 事業報告 

  １．法人事業 

    ここ数年来の懸案事項であった生活介護事業所「心愛」の新築移転事業が、昨年３月に国庫補助の

内示通知があり、年内整備を目指し早々に準備に入り、昨年１２月２５日に整備完了となった。年明け

に機械浴も整備し２０２６．２．６に竣工式、内覧会を実施し２０２６．２．９より利用開始となっている。  

また、就労支援施設「月とらいおん」の送迎車両として、公益財団法人 JKA より補助を受けて、トヨタノ

アの整備していますが、1台ではバスの代替えとしては不足することから、次年度以降も整備をしてい

きたいと考えている。福祉人材確保については、苦慮しており、職安等に求人を出していますが採用

につながることは難しく、外国人雇用を本格的に検討し登別商工会議所を介して相談をした結果、次

年度にミャンマ－人男性 2名の雇用を決定している。引き続き人材確保に努めていきたい。 

                                                                    

２．就労継続支援 B型事業 

     就労継続支援施設「月とらいおん」(定員４０名)において、施設内、外の作業を通じて利用者一人ひ

とりに沿った就労支援を行ってきた。施設外就労は、市内のクリーンビル開発(株)からの受託作業で

温泉ホテル内の室内清掃を行っている。具体的には、布団上げから始まり居室、ユニットバストイレ、

備品セット、ベットメイク等、多岐にわたる仕事を行っている。時期にもよるが、多いときは 1 フロア６０

室前後を清掃している。宿泊客との接触は殆ど無いものの皆無ということはないことから、挨拶などの

対応も含め、社会人としての仕事に対する姿勢などの学習会を月１回のペースで行っている。利用者

１２名、職員３名体制で実施しており年々利用者一人ひとりのスキルも高くなっており、収益も前年度を

上回っている。                                                  

施設内作業は自主製品としては、シフォンケーキや、レタス・バジルの水耕栽培、受託作業として、配

線組み立て、保冷剤製造、熊笹茶袋詰め、ホテル納品野菜の洗浄、ラ－油加工、を行っている。また、

イベントなどでの販売にも、啓蒙も考慮し積極的参加してきた。施設内での利用者の振り分けは、従来

それぞれの作業科に配属したかたちで実施していたが、固定化せず、その日の作業の状況に合わせ

て柔軟に対応するようにした。それにより、利用者は色々な作業参加することができたことで、各々の特

性を生かした新しい発見もあったことは、職員にとっても利用者の特性を把握することができ、個別支援

計画等に反映していけることに繋がったことは大きな利点であると考えている。配置の伝達は、毎朝ミー

ティングで報告、説明を行い、利用者に確認をとりながら実施していることで、利用者自身もその日の活

動が明確になりスムーズに作業を進めるができるようになった。これら作業種の拡充を図ってきたこと

で、事業収入も増額になっているところだが、景気や販売状況などに左右されるところもあり、状況に応

じた対応を求められるとともに、今後に於いては、さらなる作業種の拡充も考えているところである。ま

た、この事業収入については利用者及び職員に毎月提示することで意識向上につなげていっている。 



一方で、利用者数は定員を下回る状況が数年も推移しており、作業種の拡大及び量を確保する意味

からも利用者の確保が大きな課題となっている。工賃については、就労支援事業収入の増加に伴い平

均工賃は、昨年の２万２千円台から大幅な増額になり、３万円超へ改善をすることができた。 

 

 ３．生活介護事業 

    生活介護事業所「心愛」(定員２０名)において、日常生活支援及び日中活動支援を実施した。食事・

排泄・入浴等の介護支援に加え、創作活動や軽作業、レクリエーション活動を提供し、利用者の生活

の質の向上に努めた。 健康管理については、日常的なバイタルチェック及び服薬管理を実施し、医

療機関との連携を図った。また、日中活動の一環として軽作業を取り入れることで地域の一員としての

自覚を持ち、利用者それぞれが社会人としての意識を持てるよう配慮しながら作業を進めてきた。    

具体的には、（株）パロマの配線作業を中心に、ブックオフの袋詰めなどで利用者の障がい程度にあ

わせた工夫をしながら利用者に過度の負担にならないように配慮した状態で進めている。          

施設整備により新築移転したことで浴室を 3室にした。１室は機械浴を導入し、介助する側の職員

も、介助を受ける利用者にとっても、負担が大きく軽減され、導入したことは本当にメリットが大きいと感

じるところである。2 室目は、以前から使用していた介助リフトを使用し、一部介助することで入浴ができ

る。３室目は一般浴室を整備した。利用者の障がい程度に合わせた入浴ができるようになったことも大

きな利点である。施設全体の広さは、これまでの賃貸物件より、1.5 倍の広さで全体的に余裕ができたと

感じられる。契約利用者数は 29 名で、1 日の実利用人数は 18名前後であるが、新築移転したことで

今後利用者数の増加を図っていく。                                                  

職員体制では、年度末に男性職員が自己都合及び契約満了で３名、女性パ－ト 1 名が自己都合に

より退職をした。登別商工会議所を窓口に外国人登用に向け模索していたが、ミャンマー人の特定技

能１号（介護）人材２名の採用を決定した。予定としては 5月２０日に入国、５月２１日午後からの稼働と

なる予定です。両名とも日本での介護福祉士取得を目指しており、サポート体制を整えて育成していき

たい。今後は、利用者数の増加及びサ－ビス提供体制(職員体制)の強化が引き続き大きな課題であ

る。 

 

 ４．共同生活援助事業 

   地域生活支援センタ－「oneself」(定員２４名)において、４カ所のグル－プホームを運営し、日常生活支

援を実施した。 利用率は定員の８８%である。食事提供、健康管理、金銭管理支援等を行い、地域に

おける安定した生活継続を支援してきた。夜勤職員の高齢化などにより、今後の夜間支援の人材の

確保が難しくなってくるものと考えている。今後に於いては、ホーム全体の見直しが不可欠であり、今

後のホームの人員配置・住居体制について、早急に検討を要する。日本海溝・千島海溝沿いの地震

による津波に対する安全確保の観点から、休日はもちろん夜間支援体制の強化は、引き続き今後の

課題である。 



  

５．公益事業 

   生活困窮者に対する安心サポ－ト事業を実施しているが、現実的には対象者に対する動きは無く、各

関係機関との情報共有を年に１回実施している。引き続き地域における福祉的支援の充実に努めて

いけるよう体制をとっている。 

 

Ⅲ．【運営状況】 

  １．人材確保・育成 

    職員の資質向上を目的として各種研修への参加を推進し、虐待防止や強度行動障がい等に関する

知識の習得を図った。一方で、新たな人材確保については厳しい状況が続いており、継続的な課題

となっている。 

   ２．安全管理・感染症対策 

     感染症対策として、手荒、マスク着用等の基本的対策を奨励し継続しながら施設内感染防止に努

めた。また、災害対応として火災及び地震・津波等を想定した避難訓練を各事業所で実施した。 

   ３．車両整備． 

     就労支援事業所として１台は整備できたが、バスの老朽化、運転手不足から、さらに普通免許で運

転できる車両を整備していかなければならない 

   ４．地域連携 

     地域イベントへの参加や関係機関との連携を通じて、地域に開かれた施設運営に努めた。 

Ⅳ．【まとめ】 

   本年度は、各事業において概ね安定した運営を行うことができた。就労支援事業においては作業内容

の拡充による受託作業の大幅な収入増により、工賃を伸ばすことができたことは、利用者や職員にと

っても励みになった。また、地元企業とのコラボができたことは、地元に大きく貢献しているという自覚

につながるものであり、これらを基に利用者一人ひとりが一般就労に向けて前に進むよう職員全員に

対して誠意努力を強く望むところである。また、本年度は地元企業からの受託作業が順調ということも

あり工賃アップも図れたが、社会の景気に左右されるところもあり、今後も継続して安定した収入を得ら

れる保証はないことから、社会的動向も把握しながら安定した収入を得られるよう努力していかなけれ

ばならない。生活介護事業においては、新築移転し以前より建物が１．５倍の広さになったことで車椅

子の利用者をはじめ全体的に余裕ができたこと、入浴設備が 3カ所になったことで、それぞれの障が

いにあった入浴支援ができるようになったことは、利用者や職員にとっても負担を軽減できたのではと

思う。特に機械浴の導入は重い障がいの方々をはじめ職員の入浴負担が大幅に軽減されたことは最



大のメリットになった。これからも今まで以上に多くの利用者が入浴や日中活動の場とし活動できるよう

開放的な事業所として誠意努力を期待するところであり、今後の法人事業の要になるよう誠意努力し

ていかなければならない。 外国人(ミャンマー人)を支援員として２名採用するが車両の運転等の業務

は出来ないなど業務分担の観点からも、引き続き人材確保を行っていく。                                           

当法人の共同生活事業は障がい程度区分が４以上の人たちが全体の６１．９%(R7 年度)であり夜間の

特に緊急時に於いては利用者の安全確保の観点から職員が常駐する体制をとってきたが職員の高

齢化もあり、新たな職員を確保が必要であるが、新たな人材の確保は非常に困難と思われる。以上の

ことから次年度に向けては、ホーム全体の再編成をしてより合理的に利用者の安全確保にむけて体

制作りをしていきたい。福祉人材の確保は、この先の事業維持も含め大きな課題の一つとなることから

有効な対策を検討していかなければならい。 


